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出産費用は増加傾向で、都市部では自己負担が高額になることもあり、こうした経済的負担が少子化の主要因

の一つになっていると指摘されています。「出産育児一時金」を現在の４２万円から４０万円台半ばに増やす要望

や提言が行われ、厚生労働省も費用上昇の要因を分析中で、一時金の引き上げに向けた検討が本格化しています。 

今回はこうした状況をご紹介いたします。 

 

 出産育児一時金の推移と課題 

出産育児一時金は、子育て世帯の負担を軽くするために、健康保険・共済などの被保険者・被扶養者が出産し

たときに支給されますが、その金額はこれまで次のような推移をたどって来ました。 

＜出産育児一時金の推移：過去３０年＞ 

 

平成２１年（2009年）に３８万円から４２万円に増額されましたが、その後、医療機関側が出産費用を増やし、

ここ十年は平均額が一時金を上回る状態が続いています。 

＜出産費用の推移：全施設＞ 

 

              

（医療機関等に直接支払い） 

※産科医療補償制度＝分娩に関連して発症した

重度脳性麻痺児とその家族の経済的負担を補償 

https://www.asahi.com/topics/word/%E5%8E%9A%E7%94%9F%E5%8A%B4%E5%83%8D%E7%9C%81.html
https://www.asahi.com/topics/word/%E5%81%A5%E5%BA%B7%E4%BF%9D%E9%99%BA.html


 

＜出産費用の状況：令和元年度＞ 

        

 

           

＜公的病院 都道府県別出産費用：令和元年度 平均値＞ 

上位５都県          下位５県 

１位 東京都 53 万 6884 円 ４３位 佐賀県 37 万 744 円 

２位 茨城県 50 万 2470 円 ４４位 高知県 36 万 9552 円 

３位 神奈川県 48 万 6464 円 ４５位 奈良県 36 万 7467 円 

４位 宮城県 47 万 3158 円 ４６位 沖縄県 34 万 2826 円 

５位 山形県 46 万 7387 円 ４７位 鳥取県 34 万 1385 円 

               

 厚生労働省は出産費用の実態を調査中で、費用が増えている原因や地域差について分析していきます。 

＜現状と課題＞ 

 

今夏以降、必要な一時金の水準などを検討していく予定です。 

 

＜個別相談の実施＞ 

次世代法に関する「行動計画の策定・届出」「認定・認証の取得」などについて、ご要望をいただければ、次 

世代育成支援対策推進員（特定社会保険労務士）がお伺いして個別相談にお応えいたします。お気軽にご連絡く 

ださい。                            神奈川県経営者協会 TEL 045-671-7060 


